3月議会へ　地域の安心・安全の守り手－建設業の衰退について

　全国各地が記録的な大雪に見舞われるなか、「除雪作業の遅れ」による市民生活の混乱が目立っています。その原因のひとつが、除雪や土砂の除去など地域の災害復旧を担う建設業者が、長年の建設不況で疲弊していること。また自治体と「災害協定」を結ぶ全国の建設業者の数は、この１０年で３分の２に激減、災害対応に必要な重機を自社で保有する業者も減っていることなどが浮き彫りになっています。

　１２月には全国建設業協会が国交省に「除雪の遅れは氷山の一角。全国で“災害対応空白地帯”が生まれている」と業界への支援を訴えた。災害復旧には人（オペレーター）、物（資機材）、指揮官（経験者）の3点セットが不可欠、公共事業の従事者がいなくなるというのは地域の安全・安心を確保する担い手が消えることになります。これまで建設業界が担ってきた「災害対応力」が揺らいでいる現状は厳しいものがあります。

　建設業界は「コンクリートから人へ」との方針の下、今年度予算では公共事業関係費を前年度から一気に約２割も削減。来年度予算案でも、さらに13.8％削減しようとして、一括交付金を含む総額は、5兆5000億円余。かつての10兆円規模からは、ほぼ半減しています。

　

　また、公共事業を請け負う建設業界は、国民生活に不可欠なインフラの整備や災害復旧など、地域の経済社会を支える役割を担っている。特に、地方にとっては経済、雇用の下支え効果が大きい。

　その地方における建設業の実態はまた厳しいものがあります。建設業の衰退は、そのまま地方の衰退につながる。地方の建設業者は社会基盤の守り手であると同時に、貴重な雇用の受け皿であり、地域経済の担い手でもあるからです。

　豊橋市の統計書によれば建設業の平成11年の事業所数は1560社　従業者数は12,673人、平成18年では1403社　従業者数11,304人と事業所数、従業者数はほぼ10％減なのに、豊橋市の工事発注件数と金額では平成11年には860件　212.9億円だったのが、平成18年には669件　162.8億円と件数、金額ともに▲20％を超える。平成21年度では585件、123.3億円と件数で▲32.0％、金額で▲42.1％と大きく後退しています。

　業界の淘汰は進んでおらず供給過剰の状態にある事が明白です。また受注競争の激化からダンピング競争も広がっており、公共工事のコスト削減計画の進捗もあり建設業の弱体化は著しい。地方経済がなかなか回復しない理由の一つがここにあります。

　また、豊橋市と東三建設業協会との間の災害時における応急対策業務に関する協定が平成11ねんから締結されていますが、東三建設業協会の会員数は平成11年には91社であったのが、平成22年度末では54社と60％に落ち込んでいます。

　また、入札制度については一般競争入札の拡大、予定価格と最低制限価格のセットでの事前公表、総合評価競争入札などの導入に取り組んできました。しかし、落札率70％未満の低入札は平成20年度では388件のうち9.3％というは甚だしい低入札の実態が顕著になり、平成21年度では最低制限価格と同額の入札により抽選となった事例が18％あり、平成22年度では最低制限価格、予定価格を事後公表とし、最低制限価格の設定範囲を7/10～9/10に変更し、「定率」から案件ごとに算定に変更するなど、入札制度については試行錯誤は続いています（豊橋市の場合）。

（1）建設業界は社会基盤の守り手であり、貴重な雇用の受け皿であり、地域経済の担い手でもある。建設業界の衰退は、そのまま地域の衰退につながる。建設業の置かれている状況をどのように認識しているか伺う。

（2）建設業は道路や河川などのインフラの維持管理や防災対策の重要な役割を担っています。とりわけ、建設業が担ってきた「災害対応力」が揺らいでいる現状と対策について伺う

（3）国の公共事業削減の行き過ぎた動きの中で、雇用創出、地方活性化のためにも地域に仕事を創り、公共施設の改修、学校・災害拠点病院の耐震化など、命を守る公共事業の優先発注や社会資本の整備を前倒しで実施すべきと考えるがどうか。

（「住宅リフォームポイント制度」でリフォーム市場を拡大します。バリアフリー改修や省エネ改修にポイントを加算。流通する中古住宅の質の向上につとめます」という統一選重点政策の提案）

（4）地域経済と雇用を活性化させて税収を増加させる事は急務です。そのためには、地域経済を担う建設会社が正規の価格で仕事が取れて、そこで働く従業員の方たちの生活ができる給与がきちんと保障されることは急務です。公正、公平な入札制度と地元業者優先の工事発注の取組みについて伺う。
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　この内容は、建設業界からの回し者かという疑惑を招きかねないので、災害対応力の低下の観点を第一義にまとめました。十分注意してください。
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